
 
 

  

 生産緑地地区内においては，公共施設等の敷地に供される場合を除き，農地等として保

全することが義務付けられている地区です。 

 そのため，設置基準を満たすものに限って，市長が許可することにより，建築行為等が

可能となりますが，事前に都市計画課（２号施設は農業振興センター）とご相談いただい

たうえで提出してください。ただし，都市計画法第 8 条第 1 項※１に規定する用途地域や

同法第 12 条の５※２に規定する地区計画による制限により，建築等できない場合がありま

すのでご注意ください。 

 

 ＜許可が必要な行為＞ 

  ・ 建築物その他の工作物の新築，改築または増築 

  ・ 宅地の造成，土石の採取その他の土地の形質の変更 

  ・ 水面の埋立てまたは干拓 

    注意） １号施設（畜舎を除く。）のうち「農産物等の生産又は集荷の用に供する施設」及び「農林漁業の生産

資材の貯蔵又は保管の用に供する施設」において，通常の管理行為，軽易な行為その他の行為で政令で

定めるものについては，許可を要しないが，都市計画課と事前協議が必要です。 

      例） 

       （建築物その他工作物の新築，改築または増築） 

        ・ 床面積の合計又は築造面積が 90 ㎡以下であるもの 

       （宅地の造成，土石の採取その他の土地の形質の変更，水面の埋立てまたは干拓） 

        ・ 幅員が 2ｍ以下の用排水路，農道若しくは林道の設置又は管理 

  

    上記行為を行うに当たっては，生産緑地法以外にも関係法令を順守しなければなりませ

ん。事前に，ご自身又は専門家へ依頼する等していただき，制限内容や手続等をご確認く

ださい。 

  ・ 特に「建築物その他工作物の新築，改築または増築」の行為においては，用途地域

の種別によって建築できない地域がありますので，当該生産緑地が属する用途地域の

種別は必ず確認してください。 

 

      用途地域は，都市計画課の窓口又はインターネットで確認できます。 

      ◆ インターネットで確認（URL：http://www5.city.kyoto.jp/tokeimap/） 
 

     

  ※ また，用途地域に定められた建蔽率，容積率やその他の制限（景観保全

等）によって，建築物の規模等が制限されますので，ご注意ください。 

 

 ※1 都市計画法第８条第１項：用途地域の種別（第１低層住居専用地域，第 2 種低層住居専用地域住居等の 13 種別） 
 ※2 同法第 12 条の 5：地区計画による建築物等の用途の制限 

京都市 用途地域 検 索 

＜参 考＞ 

生産緑地地区内における行為の許可申請について（生産緑地法第８条第２項，第９項関係） 

http://www5.city.kyoto.jp/tokeimap/


 
 

 １ 設置基準 

  ⑴ １号施設 

   農林漁業を営むために必要となる施設で，良好な生活環境の確保を図るうえで支

障がないと認められる※3 施設 

  ＜許可が可能な施設＞ 

ア 農産物等の生産又は集荷の用に供する施設 

  《ビニルハウス，温室，育種苗施設，集果施設（当該生産緑地の農産物等の 

   簡易販売施設を含む）等》 

イ 農林漁業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する施設 

  《サイロ，種苗貯蔵施設，農機具等の収納施設等》 

ウ 農産物等の処理又は貯蔵に必要な共同利用施設 

  《選果場，ライスセンター（米麦乾燥場）等》 

エ 農林漁業に従事する者の休憩の用に供する施設 

 《休憩所，あづまや，便所等農作業の準備を行い，作業の合間に休憩を取る

ために必要な施設》 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 
 ※3 支障がないと認められるとは，騒音，悪臭等の公害の発生源となるおそれがないものであり，具体的事例としては，養

豚場，養鶏場や堆肥の貯蔵等が考えられる。ただし，公害発生防止のための措置を講じたうえで設置するということであれ
ば，許可し得ることも考えられる。  



 
 

  ⑵ ２号施設 

    当該生産緑地の区域内の土地において，保全に著しい支障を及ぼすおそれがな

く，かつ，農林漁業の安定的な継続に資すると認められるとともに，当該生産緑地

の主たる従事者が設置及び管理を行うる施設で，当該施設の敷地面積（駐車場※４を

含む。）の合計が当該生産緑地の面積の 10 分の２以下である次に掲げる施設にお

いて，その施設の敷地を除いた当該生産緑地の面積が 300 ㎡以上であること。 

  ≪施設の敷地面積の考え方≫ 

    イメージ図 

 

                                                                  

 

 

 

 

 

 

 

  ＜許可が可能な施設＞ 

 ア 当該生産緑地及びその周辺の地域内※5 において生産された農産物等（以下「地

域内農産物等」という。）を主たる原材料として※7 使用する製造又は加工の用

に供する施設 

  《ジャム等を製造又は加工する施設等》 

 イ 主として※6 地域内農産物等やこれらを主たる原材料として製造され若しくは加

工された物品の販売の用に供する施設 

   《直売所等》 

 ウ 地域内農産物等を主たる材料として※7 料理の提供の用に供する施設 

   《農家レストラン等》 

 

 

 

 

 
 
 

 ※4 「駐車場」：農地の保全に資するために設置される施設に附帯する駐車場であるため，必要最小限の規模とする。 
 ※5 「その周辺の地域内」とは，京都市内又は京都都市計画区域内（向日市，長岡京市，大山崎町の全域，八幡市，久御山

町の一部）をいう。 
 ※6 「主として」とは，これらが他の農産物や製造・加工品よりも量的又は金額的に多いものをいう。 
 ※7 「主たる原材料として」とは，地域内農産物等を量的又は金額的に 5 割以上使用したものをいう。 

 農地等（300 ㎡以上） 
2 号施設の 

敷地 

全体の生産緑地面積

の１０分の 2 以下 

全体の生産緑地面積 

全体の生産緑地面積から 2 号施設の敷地

面積を除いた面積が 30０㎡以上 

注意） 個々の生産緑地において，施設の敷地面積
要件を満たさない場合は，一団のものの区域
又は一団の農地等を形成している生産緑地と
一体で要件を満たせば設置することが可能で
す。ただし，一体で許可を受けている生産緑
地は，その許可を受けている間は，他の 2 号
施設の敷地面積に含むことはできません。 



 
 

《例》 

 ・農地Ｂにおいて農家レストランを設置する場合（敷地設定） 

 全体の生産緑地面積が 370 ㎡の区域において，２号施設の敷地面積は全体の生産

緑地面積の 10 分の 2 以下（74 ㎡以下）で確保する必要があるが，全体の生産緑地

面積から 74 ㎡を差し引くと残りが 296 ㎡となる。 

 しかし，2 号施設の敷地を除いた生産緑地面積が 300 ㎡以上とする必要があるた

め，今回のケースでは，70 ㎡以下の敷地設定で許可を得る必要がある。 

 なお，建築物等については，関係法令を順守して各種手続を経たうえで，建築物等

を新築等する必要がありますのでご注意してください。 

   

・全体の生産緑地面積（一団ものの区域） 
  140 ㎡（農地Ａ）＋150 ㎡（農地Ｂ）＋80 ㎡（農地Ｃ） 
  ＝370 ㎡ 
 

・当該生産緑地区域の面積の１０分の２以下 
  370 ㎡×２／１０＝74 ㎡ 

 ただし，残地の生産緑地面積は 300 ㎡以上が必要であ
り，実際の許可できる面積は 70 ㎡以下となる。  

 

注）上記の例において，当該生産緑地区域（農地 A，B，C）の土地所有者や農業従事者

が異なる場合，農地 B が農家レストランをすることによって，農地 A，C の同様の権

利が制限されるため，農地 A，C の地権者の同意が必要となります。 

 

  ⑶ ３号施設 

  当該農地の保全又は利用上必要なものであり，主として都市の住民の利用に供

し，相当数のものを対象として定型的な条件で，レクリエーションその他の営利

以外の目的で継続的して行われる農作業の用に供されるものに設置される次に掲

げる施設 

     ア 農作業の講習の用に供する施設 

  《市民農園（市民農園整備促進法（平成 2 年 6 月 22 日法律第 44 号）第 7 条において既定

する市民農園の開設の認定を受けたものに限定されたものではない。）》 

     イ 管理事務所その他の管理施設 

       《市民農園の管理事務所，管理人詰所，管理用具置場，ごみ処理場等》 

 

 

 

 

 

 

 

宅地 

宅地 宅地 

離隔 6m 以下 

一団のものの区域 



 
 

２ 提出書類 

 生産緑地地区内における行為の制限の許可申請は，以下の書類を提出してください。    

提出書類 提出部数 

① 生産緑地地区内行為許可申請書（様式 14） １ 

② 位置図（縮尺 1/2500 以上の地図又は住宅地図等） １ 

③ 登記事項証明書（発行日から３箇月以内のものに限る。） １ 

④ 公図の写し（発行日から３箇月以内のものに限る。） １ 

⑤ その他必要書類（行為によって以下の書類が必要となります。） 

 ＜建築物その他の工作物の新築，改築または増築行為＞ 

 a 建築物等の詳細図（配置図，求積図，各階平面図，立面図等） １ 

b 同意書（様式 15） １ 

c 印鑑登録証明書（発行日から３箇月以内のものに限る。） 

 ・ 許可を受ける生産緑地に係る農地等利害関係人の同意及び印鑑登

録証明書 

各 1 

d 生産緑地法第 8 条第１項第２号に係る事業計画書（２号施設に限

る。）（様式 16）及び（別紙） 

・ 主たる原材料が量的に金額的に 5 割以上使用することを証明する

書類（２号施設のア及びウの場合） 

・ 地域内農産物等やそれらを主たる原材料とした製造・加工品が，

それら以外の農産物や製造・加工品よりも量的又は金額的に多いこ

とを証明する書類（２号施設のイの場合）  

ｅ 確認書（様式 17） 

１ 

ｆ 市民農園開設認定証等の写し（３号施設に限る。） １ 

 ＜宅地の造成，土石の採取その他の土地の形質の変更の行為＞ 

 ｇ 宅地の造成等の詳細図（計画図，求積図，構造図等） １ 

 ＜水面の埋立てまたは干拓＞ 

 h 水面の埋立等の詳細図（計画図，求積図等） １ 

  

３ 提出先 

都市計画局都市企画部都市計画課（京都市役所 分庁舎 2 階） 

※ただし，２号施設については，申請地を所管する農業振興センターに提出してくだ 

さい。 

    

 

 



 
 

 ４ 行為の許可等の流れ 

  ① 建築物その他の工作物の新築，改築または増築の場合（１，２及び３号施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行為を行おうとする者からの 
「生産緑地地区内行為許可申請書」

の提出（１，３号施設：都市計画課， 
２号施設：各農業振興センター 仮受付） 

個別相談 

【提出書類の確認】 
① 生産緑地地区内行為許可申請書（様式 14） 
② 位置図 
③ 登記事項証明書 
④ 公図の写し 
⑤ その他 

・ 建築物その他の工作物の新築，改築または増
築行為に必要な書類 

書類審査 

農業委員会へ照会・助言等 
（主たる従事者の照会等） 

不許可の場合 

農地等所有者が行う手続等 

 
京都市等 

計画の立案 

許可又は不許可 
の通知 

不許可通知 
の受取 

各種手続を経て建築等を実施 
(農地転用，建築確認申請等) 

設置基準の適合 
の可否を確認 

許可証の受取 

許可の場合 

許可証の交付 

適正な運営・管理 

現地確認 

原状回復等 
原状回復届出書（様式２６） 

「生産緑地地区区域内行為廃止
届出書」の提出（都市計画課） 

施設を廃業する場合（当該生産緑
地を継続する場合に限る） 

 

農地等に復元 

現地確認 

農地の認定 
（農業委員会へ相談） 

2 号施設
に限る 

概
ね
２
週
間
以
内 

原状回復命令等 
（生産緑地法第 9 条） 

（都市計画運用指針 
 Ⅳ-2-1-Ⅱ）-D-20-４） 

営農の継続 
（生産緑地の管理）（生産緑地法第 7 条） 

不適合又は違反

している場合 

１，３号施設：都市計画課 
２号施設：各農業振興センターへ相談 

凡例 

（様式 18） 

（様式 14） 

届出 



 
 

 ② 宅地の造成，土石の採取その他の土地の形質の変更，水面の埋立て又は干拓の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行為を行おうとする者からの 
「生産緑地地区内行為許可申請

書」の提出（都市計画課） 

個別相談 

【提出書類の確認】 
① 生産緑地地区内行為許可申請書（様式 14） 
② 位置図 
③ 登記事項証明書 
④ 公図の写し 
⑤ その他 

・ 宅地の造成，土石の採取その他の土地の形質
の変更の行為に必要な書類 

・ 水面の埋立てまたは干拓に必要な書類 
書類審査 

不許可の場合 

農地等所有者が行う手続等 

 
京都市等 

計画の立案 

許可又は不許可 
の通知 

不許可通知の
受取 

各種手続を経て実施 
(農地転用等) 

許可証の受取 

許可の場合 

許可証の交付 

適正な管理 

違反してい
る場合 

概
ね
２
週
間
以
内 

原状回復等 
原状回復届出書
（様式 26） 

 

原状回復命令等 
（生産緑地法第 9 条） 

営農の継続 
（生産緑地の管理）（生産緑地法第 7 条） 

凡例 

（様式 14） 

届出 

都市計画課へ相談 



 
 

 ５ 提出書類の記載方法等について 

①  生産緑地地区区域内行為許可申請書（様式 14） 

・「行為者」の欄：当該生産緑地において行為を行おうとする者の住所，氏名，電話番 

号を記載してください。 

・生産緑地法第 8 条第 1 項に規定する行為のうち，該当する行為を○で囲ってくだ

さい。 

  （生産緑地法第 8 条第 1 項に規定する行為） 

    建築物その他工作物の新築，改築又は増築 
    宅地の造成，土石の採取その他の土地の形質の変更 
    水面の埋立又は干拓 

・「行為の場所」の欄：行為を行う生産緑地の登記事項証明書に記載されている「所 

在及び地番」，「地目」及び「地積」を記載してください。  

・「行為の目的及び内容」における「行為の目的」の欄：行為の目的をできる限り具 

体的に記載してください。 

・「⑴ 建築物その他工作物の新築，改築及び増築」における 

「行為の種別」の欄：該当する行為の種別を○で囲ってください。 

「生産緑地の面積」の欄：当該生産緑地の面積，又は，一団のものの区域又は一 

団の農地等を形成している生産緑地と一体で許可を受ける場合は，その合計面 

積を記入してください。ただし，一体で許可を受けた生産緑地は，その許可を受 

けている期間は，他の２号施設の敷地面積に含むことはできません。 

  「設計の概要」の欄：既存建築物も含めて必要事項を記載してください。 

・「⑵宅地の造成，土石の採取その他の土地の形質の変更」及び「⑶水面の埋立又は

干拓」における 

  「行為の種別」の欄：該当する行為の種別を○で囲ってください。 

  「行為箇所の敷地面積」の欄：行為を行う敷地面積を記載してください。 

    

   ② 位置図（縮尺 1/2500 以上の地図又は住宅地図等） 

当該行為を行う土地の区域図：行為を行う土地の区域を赤枠等で囲ってくだ

さい。 

当該行為を行う生産緑地地区の区域及び当該区域周辺の施設を示す図面：上

記の行為を行う土地の分母となる生産緑地の区域を赤枠等で囲ってください。 

 

 



 
 

③ 登記事項証明書（発行日から３箇月以内のものに限る。） 

照会番号付きに限り，オンラインで取得したものでも可能です。 

 

   ④ 公図の写し（発行日から３箇月以内のものに限る。） 

    公図に当該生産緑地の区域を朱書き等で示してください。 

    照会番号付きに限り，オンラインで取得したものでも可能です。 

※ 土地区画整理事業区域内で仮換地指定後の農地等については，仮換地地積証明書及び仮換地指定図
を添付してください。（事業を担当している区画整理事務所にお問合せください。） 

  

   ⑤ その他必要書類 

     ＜建築物その他の工作物の新築，改築または増築行為＞ 

       ａ 建築物等の詳細図（配置図，求積図，各階平面図，立面図等） 

 添付図書の縮尺については，規定していませんが，表示内容等が正確

に確認できる縮尺で作成してください。 

 

       b 同意書（様式14） 

・「行為の場所」の欄：行為を行う生産緑地の登記事項証明書に記載されて 

いる「所在及び地番」，「地目」及び「地積」を記載してください。 

・「行為の目的及び内容」における「行為の目的」の欄：行為の目的をでき 

る限り具体的に記載してください。 

・「上記の土地における生産緑地地区内の行為について同意します。」以下の 

欄：許可を受ける生産緑地の「所在及び地番」，「地目」及び「地積」を記入 

し，農地等利害関係人の「住所」，「氏名」及び「同意年月日」を記載してく 

ださい。（実印を押印してください。） 

 

       c 印鑑登録証明書（発行日から３箇月以内のものに限る。） 

        ・ 一体で許可を受ける生産緑地の農地等利害関係人 

        

       d 生産緑地法第 8 条第２項第２号に係る事業計画書（２号施設に限る。） 

         （ 様 式 16）及び（別紙） 

・ 年間を通して，主たる原材料が量的に金額的に５割以上使用することを

証明する書類（２号施設のア及びウの場合） 

・ 地域内農産物等やそれらを主たる原材料とした製造・加工品が，それら

以外の農産物や製造・加工品よりも量的又は金額的に多いことを証明する

書類（２号施設のイの場合） 



 
 

  

 

       e 確認書（2 号施設に限る。）（ 様 式 17） 

・ 事前に都市計画制限等の必要な調査及び留意事項を確認したうえで，行為 

者の方が記載してください。 

 

       ｆ 市民農園開設認定証等の写し（３号施設に限る。）  

 

    ＜宅地の造成，土石の採取その他の土地の形質の変更の行為＞ 

       ｇ 宅地の造成等の詳細図（計画図，求積図，構造図等） 

・ 添付図書の縮尺については，規定していませんが，表示内容等が正確に確 

認できる縮尺で作成してください。 

 

    ＜水面の埋め立てて又は干拓＞ 

       ｈ 水面の埋立等の詳細図（計画図，求積図等） 

・ 添付図書の縮尺については，規定していませんが，表示内容等が正確に確 

認できる縮尺で作成してください。 

 

 

   

 ５ 販売及び原材料の仕入等の計画書  

  ◇ 加工所のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

商品名を記載 
自家生産以外は( )書
きで産地を記載 

単品の販売価格 
年間販売個数を記載 

商品に使用する 
原材料を記載 

小数点第 2 位まで表示 

※1 を参照し,該当す
るものを○印で囲う 

作成年月日を記載 

（別紙）記載例 



 
 

 

  ◇ 直売所のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◇ 農家レストランのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

素材そのままの
場合は記載不要 自家生産以外は( )書

きで産地を記載 


